
やまなし子育て支援プラン後期計画　５か年の事業評価表

単位 H21 H25実績H26見込 平成２５年度実績 平成２６年度見込 評価 左記評価の理由

第１節　地域における子育ての支援

1 1-(1)一時預かり事業の促進
緊急に必要となる一時預か
り事業の促進

保護者の緊急的な保
育ニーズに対応する
ため、一時的に児童
を預かる保育所等を
増やします。

か所
数

110 114 117 117 100.00%
１７市町村　１１４箇所 １７市町村　１１７箇所

○

　一時預かりの箇所数は、目標１１７箇所に対してＨ２６ま
でに１１７箇所の見込みである。常時需要のある事業では
ないが、緊急時など必要なときは利用できる状況であり、
一定の成果がある。

2 1-(1)
病児・病後児保育(病児
対応型・病後児対応型)
の実施

病気中や病気の回復期に
ある児童の保育を病院や保
育所等で行う取り組みの促
進

病気中又は病気の
回復期にある児童を
一時的に預かる保育
所等を増やします。

か所
数

6 10 13 13 100.00%
病児対応型　　　７市町　８箇所
病後児対応型　　２市　　２箇所

病児対応型　　　１０市町　１１箇所
病後児対応型　　２市　　２箇所 ○

　国庫補助事業では看護師・保育士の配置基準が厳しい
ため、事業が進まなかったが、平成２６年度から県単独事
業に取り組んだことで、３市町の新設が見込まれ、目標を
達成できる見通しである。

3 1-(1)
病児・病後児保育(体調
不良児対応型)の実施

児童が保育中に体調不良
となった場合、保育所で当
日の緊急対応等を行う取り
組みの促進

保育中に体調不良と
なった児童に対して
緊急的な対応ができ
る保育所を増やしま
す。

か所
数

12 15 15 20 37.50%体調不良児型　４市町　１５箇所 体調不良児型　４市町　１５箇所 △

　病児・病後児保育（体調不良対応型）の箇所数は、目標２
０箇所に対してＨ２６までに１５箇所の見込みとなり、目標を
下回る見通しであるが、常時需要のある事業ではない状
況において、必要なときは利用できており、保育中に体調
不良となった児童に対する緊急対応に一定の成果があっ
た。

4 1-(1)
児童養護施設等での児
童の短期養育の実施
（ショートステイ）

保護者の疾病等のため、家
庭での養育が困難となった
児童を短期間養育する事業
の促進

一時的に家庭での養
育が困難になった児
童を養育する児童養
護施設等を増やしま
す。

か所
数

1 2 2 2 100.00%
・めだかの学校（甲府市から受託）
・乳児院ひまわり（甲斐市、中央市から受託）

・めだかの学校（甲府市から受託）
・乳児院ひまわり（甲斐市、中央市から受託） ○

　箇所数は、目標２箇所に対してＨ２６までに２箇所の見込
みとなり、目標を達成できる見通しである。

か所
数

189 211 212 224

人数 7,857 8188 8200 8,231

7 1-(1)
放課後子どもプラン推進
事業

放課後や週末等の子どもた
ちの安全で安心な居場所づ
くりを進め、地域の協力を得
て、勉強やスポーツ・文化
活動、地域住民との交流活
動を実施

学校の余裕教室など
を活用し、放課後に
勉強や地域住民との
交流などを行う放課
後子ども教室を増や
します。

か所
数

42 51 54 47 240.00%
放課後子どもプラン推進委員会３回開催
指導者研修会５回開催
１５市町村５１教室への補助金支出

放課後子どもプラン推進委員会３回開催
指導者研修会５回開催
１５市町村５４教室への補助金支出

○

　平成２５年度の放課後子供教室の最終実績は、１５市町
村で５１カ所となり、目標を達成することができた。児童クラ
ブと連携して進める市町村も増加し、放課後の子どもたち
の安心安全な居場所づくりが順調に進んでいる。
　県では、国の通知に基づき、放課後の子供たちの安全で
安心な居場所づくりのため、子育て支援課とも連携しなが
ら、一体的に放課後子どもプランの推進を行っている。

8 1-(1)
ファミリー・サポート・セン
ターの設置促進

地域で育児の相互援助活
動を行うファミリー・サポー
ト・センターの設置促進

地域で会員同士が育
児の相互援助活動を
行うﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾ
ﾝﾀｰを増やします。

か所
数

14 17 19 19 100.00%１７市町村　１７箇所 １９市町村　１９か所 ○

　ファミリー・サポート・センターの箇所数は、目標１９箇所
に対し、平成２５年度の実績で１７箇所であったが、平成２
６までに１９箇所の見込みである。ファミリーサポートセン
ター事業の需要があり、活動に必要な提供会員がある程
度確保できる人口規模の市町村については事業実施の交
渉を行っている。本事業は地域での育児の相互援助活動
に一定の成果がある。

５か年の実施状況についての評価

　子どもの数が減少しているが、登録児童数は微増してい
る。新たにクラブを２０９、登録児童数が７０人以上の大きな
クラブの分割を１５見込んでいたが、財政状況が厳しくニー
ズに基づくクラブの新設は進んだが、分割は進まなかっ
た。目標を下回る見通しであるが、放課後の適切な遊びや
生活の場の提供に一定の成果があった。

国補　２３市町村　２０６箇所
県単　６市町　６箇所 △

※単年度の実績で進捗率を算出する事業（例えば「研修会の参加人数」等）は目標年度数
値に対する当該年度数値の割合が進捗率。（単位欄に色つきで表示）（事業最終年度数値目標）　－　（前期計画最終年度数値）

№  節（細節） 事業名 事業内容 目標の内容
実績数値

目標

放課後児童クラブの実
施

放課後児童クラブを運営す
る市町村等への助成

小学校児童を対象に
放課後の適切な遊び
や生活の場を提供す
る放課後児童クラブ
を増やします。

進捗率
事業の実施状況

国補　２３市町村　２０４箇所
県単　６市町　７箇所

（数値目標設定事業） 進捗率の計算＝
（当該年度数値）　－　（前期計画最終年度数値）

65.71%6 1-(1)
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9 1-(1)
地域子育て支援拠点
（児童館型）の設置促進

民営の児童館等において
親子が相談・交流できる場
の設置促進

か所
数

0 13

10 1-(1)
地域子育て支援拠点（セ
ンター型）の設置促進

育児不安解消のため相談
指導などを行う場の設置促
進

か所
数

39 43

11 1-(1)
地域子育て支援拠点（ひ
ろば型）の設置促進

子育て中の親子が相談・交
流できる場の設置促進

か所
数

19 33

151-(2)-ｱ
子育て支援リーダー養
成事業

子育て支援コーディネー
ターを始め、子育て支援を
行っている活動者を対象に
地域の家庭教育・子育て支
援のリーダーとして活動で
きる人材を養成

地域の家庭支援・子
育て支援のリーダー
として活用できる人
材を増やします。
(H22～H24)

人数
（累計）

－ 180 213 120 177.50%

受講希望者４１名
病気による途中中止者１名
欠席等により修了証授与に満たない者３名
修了証書授与者３８名

受講希望者３３名
修了証書授与見込み者３３名 ◎

　Ｈ２２～２４年度は、「家庭教育推進事業」の一つとして
「子育て支援リーダー養成事業」を実施し、修了証書授与
者は、延べ１４２名、Ｈ２５～２７年度は「子育て支援リー
ダー・ステップアップ講座」を実施しており、Ｈ２６の修了証
書授与見込みを含めて延べ２２８名となり、目標の３年間の
１２０名（５年間２００名）を達成する見通しである。

161-(2)-ｱ
子育て支援ホームペー
ジ
(やまなし子育てネット）

子育て支援制度、遊び場や
イベントなど子育てに関す
るあらゆる情報の提供

やまなし子育てネット
（山梨県子育て支援
ホームページ）への
アクセス件数の増加
を図ります。

アクセ
ス件
数

71,936357,789501,600230,000 218.09%

やまなし子育て応援カード事業の拡大に伴
い、協賛店舗等の検索が容易にできるよう部
分的に改修を行った。県だけでなく、協賛店
舗からも情報入力が可能となり、高い頻度で
更新を行っている。その他,県内の子どもに関
するイベントの周知及び、各機関と連携した
コンテンツ情報の更新（県立図書館の読み聞
かせページ）。

引き続き、活発な情報更新や一部スマート
フォン対応により、アクセス数の増加が見込
まれる。 ◎

　毎年度アクセス数は増加傾向にあったが、平成２５年度
のホームページの改修により、恒常的に閲覧者がいるペー
ジ（各機関との連携ページ）に加え、応援カード事業による
新規閲覧者を獲得できたことで、アクセス数は大幅に増加
し、情報提供ができた。目標アクセス数の２３０，０００件に
対してＨ２６は５０１，６００件数の見込みであり、既に目標
を達成した。

46 1-(3)児童館の整備促進
児童館、児童センターを整
備する市町村への助成

地域の遊び場であ
り、活動拠点である
児童館等を増やしま
す。

か所
数

64 67 67 66 150.00%
Ｈ２５年度実績なし
累積６７箇所

Ｈ２６年度見込みなし
累積６７箇所 ◎

　児童館は、目標の６６箇所に対し、Ｈ２５までに６７箇所が
設置され目標を達成した。目標を上回る児童館が整備され
たことで、地域の児童の遊び場や乳幼児をもつ母親たちの
ふれあいの場を提供することができた。

第２節　保育サービスの充実

51 2-(1)
通常保育の実施（3歳未
満児）

保護者の委託を受け、保育
に欠ける児童（3歳未満児）
の保育を行う保育所への助
成

今後増加が予想され
る3歳未満児の通常
保育への受入を増や
します。

人数 6,385 7,020 7,200 6,699 107.48%

平成２５年度実績
０歳児１，２０４人
１歳児２，５８２人
２歳児３，２３４人

平成２６年度見込み
０歳児１，３００人
１歳児２，６００人
２歳児３，３００人

◎

　受け入れ目標の６，６９９人に対してＨ２６は７，２００人の
見込みであり、目標を達成する見通しである。保護者の就
労等による３歳未満児保育の需要に適切に受け入れがで
きており、保護者の仕事と子育ての両立に寄与している。

53 2-(1)延長保育の実施
1日11時間を超えて保育所
を開所する延長保育の促進

1日11時間を超えて
保育を行う保育所を
増やします。

か所
数

136 152 156 172 55.56%
平成２５年度実績
公立　６２箇所
私立　９０箇所

平成２６年度見込み
公立　６４箇所
私立　９２箇所

△

　延長保育を実施する保育所は増加しているが、目標の１
７２箇所に対し、Ｈ２６までに１５６箇所の見込みであり、目
標を下回る見通しである。事業実施要件を満たす人材確
保が難しいことが要因と考えられるが、子どもの保育が必
要な状況での対応はできており、保護者の仕事と子育ての
両立に一定の成果があった。

54 2-(1)
幼稚園における預かり
保育の促進

通常の教育時間終了後２時
間以上預かり保育を実施す
る私立幼稚園への助成

２時間以上預かり保
育を行う幼稚園を増
やします。

か所
数

59 60 59 61 0.00%
通常時実施　　　： ６０園/６１園 【９８．４％】
長期休業日実施： ４８園/６１園 【７８．７％】
休業日実施　　　： 　３園/６１園 【   ４．９％】

通常時実施　　　： ５９園/６０園 【９８．３％】
長期休業日実施： ５３園/６０園 【８８．３％】
休業日実施　　　：　 ３園/６０園 【   ５．０％】

○

　すべての幼稚園において預かり保育を実施することがで
きなかったが、新たに２園（既設１園、新設１園）が事業を実
施し、未実施の園を当初の２園から１園に減らすことができ
たこと、長期休業日実施園も５園増加したことで預かり保育
の取り組みは着実に進んでおり、目標は達成する見通しで
ある。

55 2-(1)夜間保育の実施
概ね午後10時まで開所する
夜間保育所への助成

概ね夜10時まで保育
を行う保育所を増や
します。

か所
数

1 1 1 2 0.00%
平成２５年度実績
１市　１箇所

平成２６年度見込み
１市　１箇所 ×

　夜間保育の実施箇所は、目標２箇所に対してＨ２６までに
１箇所の見込みであり、目標を下回る見通しである。利用
人員は増加しており、保護者の仕事と子育ての両立に寄
与したが、常時需要のある事業ではない状況において、人
員配置等の要件を満たすことが難しく実施箇所数が増加し
なかった。

「連携型」
３市町村　３箇所

「一般型」
１８市町村　６０箇所

「連携型」
３市町村　３箇所

「一般型」
１９市町村　６１箇所

　地域子育て拠点事業は事業開始から５年が経過し、実施
形態が多様化してきたため、国において平成２５年度から
実施形態を「一般型」と「連携型」に再編された。
　地域子育て支援拠点の箇所数は、目標８９箇所に対して
Ｈ２６は６４箇所の見込みとなり、目標を下回る見通しであ
るが、ある程度利用が見込まれる市町村については施設
が整備されており、子育て中の親子の交流の場、子育て関
連情報の提供に一定の成果があった。

△

子育て中の親子の交
流の場、子育て関連
情報の提供などを行
う地域子育て支援拠
点を増やします。

63 64 19.35%
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56 2-(1)休日保育の実施
休日に保育を行う保育所へ
の助成

休日に保育を行う保
育所を増やします。

か所
数

3 4 4 14 9.09%
平成２５年度実績
３市　４箇所

平成２６年度見込み
１市　２箇所 ×

　休日保育の実施箇所は、目標１４箇所に対してＨ２６まで
に４箇所の見込みであり、目標を下回る見通しである。利
用人員は増加しており、仕事と子育ての両立に寄与した
が、常時需要のある事業ではない状況において、人員配
置等の要件を満たすことが難しく実施箇所数が増加しな
かった。

57 2-(1)特定保育の実施
1週間の中で特定の日時の
みの保育に対応する保育
所への助成

一週間のうち特定の
日時だけ保育を行う
保育所を増やしま
す。

か所
数

1 1 2 8 14.29%
平成２５年度実績
１市　１箇所

平成２６年度見込み
１市町　２箇所 ×

　特定保育の実施箇所は、目標８箇所に対してＨ２６までに
２箇所の見込みであり、目標を下回る見通しである。利用
人員は増加しており、仕事と子育ての両立に寄与したが、
需要に対して人員配置等の要件を満たすことが難しく実施
箇所数が増加しなかった。

59 2-(1)
認定こども園の整備促
進

保育と就学前の教育を一体
として捉えた認定こども園
の整備促進

子どもの教育・保育・
子育て支援を総合的
に提供する認定こど
も園を増やします。

か所
数

1 6 8 5 175.00%
平成２５年度実績
５市町　６箇所（幼保連携型４、幼稚園型２）

平成２６年度見込み
６市町　８箇所（幼保連携型５、幼稚園型３） ◎

　認定こども園が目標の５箇所に対してＨ２６までに８箇所
の見込みであり、目標を達成する見通しである。目標を上
回って設置されたことで、保護者の就労に関わりなく子ども
の教育と保育を一体的に行うとともに、地域における子育
て支援を行う環境を整備することができた。

61 2-(2)
幼稚園教諭、保育士等
を対象とした研修会の実
施

保育所等における保育の
質の向上のための研修会
の実施

幼稚園教諭や保育
士等を対象とした研
修会への参加者数を
増やします。

人数 2,895 2,000 3,367 3,700 91.00%

保育所（園）等関係職員研修（９回）８６２人、
放課後児童指導員研修（４回）４７２人、幼稚
園等新規採用教員研修（１０回）２９３人、幼
稚園教育研究協議会（５回）１４２人、園長等
運営管理協議会（１回）１１３人、保育技術協
議会（１回）１１８人

保育所（園）等関係職員研修（１０回）８７２
人、放課後児童指導員研修（８回）１６００人、
幼稚園等新規採用教員研修（１０回）４８０
人、幼稚園教育研究協議会（５回）１６５人、
園長等運営管理協議会（１回）１３０人、保育
技術協議会（１回）１２０人

○

　研修会の参加者は、目標の３，７００人に対してＨ２６は
３，３６７人の見込みであり、ほぼ目標を達成した。保育所、
幼稚園、放課後児童クラブの職員を対象としたニーズに合
わせた研修を実施しており、参加者の満足度も高く、保育
等の質の向上に寄与している。

第３節　親と子の健康の確保及び増進

82 3-(2)
総合周産期母子医療セ
ンター

ハイリスク妊婦及びハイリ
スク新生児に対応するた
め、高度な診療機能と医療
設備を備え24時間体制で運
営

妊娠満22週以降、生
後1週未満の胎児・
新生児の死亡割合
（周産期死亡率）の
低下を図る。

率
（％）

4.4 4.2 3.0 71.43%
・総合周産期母子医療センター１施設に対し
補助金を交付
・交付額　２，０４１千円

・総合周産期母子医療センター１施設に対し
補助金を交付
・交付額　２，０４１千円（見込み）

○

  周産期死亡率は目標の３．０に対してＨ２５は４．２となっ
ており、目標を下回る見通しとなるが、県がセンター支援す
ることにより、必要な人員（医師等）を備え、ハイリスク妊婦
及びハイリスク新生児に２４時間体制で対応できる運営体
制が確保されている。

第４節　子どもたちを取り巻く教育環境の充実

114 4-(1)
地域の人材を活用した
教育

各分野に優れた知識、経
験、技能をもつ社会人を学
校教育活性化に活用

各分野に優れた知識
や技能を持つ社会人
を活用した取り組み
を行う小中学校を増
やします。

率
（％）

67 73 75 75 100.00%

活用校実績
小・中学校　１９３校／２６８校（７２％）
特別支援学校　１１校／１１校（１００％）
全活用校の割合　７３．１％

活用校見込み数
小・中学校　１９６校／２６５校（７４％）
特別支援　１１校／１１校（１００％）
全活用校の割合　７５％（見込み）

◎

　地域の人材を活用した教育を実施する学校の割合は
年々増加しており、目標である７５％の小・中・支援学校で
実施される見通しである。学校において幅広い知識・経験
や優れた地域人材を活用し，学校教育の活性化に資する
ことができた。また，この事業がより浸透するように，管理
職研修会等で情報を提供したり，実施一覧表を各学校へ
通知するなど情報の発信に努めた。

115 4-(1)
高校生インターンシップ
推進事業

・「インターンシップ推進連
絡協議会」「地域連絡会議」
の設置
・事前指導における勤労
観、職業観育成のための講
演

高校生を対象とした
勤労観や職業観を育
成するためのイン
ターンシップへの参
加者数を増やしま
す。

人数 1,856 2,405 2,400 2,100 114.29%

県立高校におけるインターンシップ参加生徒
数　２，４０５人
（一日看護師体験等１，２９０人を含むと３６９
５人

県立高校におけるインターンシップ参加生徒
見込み数　２，４００人
（一日看護師体験等を含む）　３６００人

◎

　インターンシップに参加する高校生は、目標の２，１００人
に対して、Ｈ２６は２，４００人の見込みであり、目標を上回
る人数の参加となる見通しである。また、一日看護師体験
等も加えるとＨ２６で３，６００人となる見通しであり、高校生
の勤労観や職業観の育成に寄与している。

129 4-(3)やまなし心づくり推進事業

道徳教育推進リーダーの養
成研修、道徳教育推進校の
指定、やまなし心づくり推進
会議の設置

道徳教育を推進する
ための実践研究を行
う学校数を増やしま
す。

校数 0 － － 10 0.00%
平成２４年度で事業終了
（９校実施） ○

　平成２２年度から平成２４年度の３年連続の研究指定校
は９校であった。リーダー養成研修は，３年間で延べ８３６
名が受講し、道徳教育推進に関する具体的な研修を行っ
た。なお、やまなし心づくり推進事業は目的を達成し、平成
２４年度をもって終了した。
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150 4-(5)
（父親の子育て参加支
援事業）父親を考える
フォーラムの開催

父親の家庭教育参加意識
の啓発

父親の家庭教育参
加を促進するため開
催されるフォーラム
への参加人数を増や
します。

参加
者数

1,403 1,198 1,500 1,750 85.71%

○山梨県私立幼稚園ＰＴＡ連合会２箇所開催
演題「スタンダードな子育て」講師杉山亮氏
現役パパたちと杉山氏の子育てトークショー
○山梨県保育所保護者連合会５箇所開催（１
箇所は大雪のため中止となる）

○山梨県私立幼稚園ＰＴＡ連合会２箇所開催
予定
○山梨県保育所保護者連合会６箇所開催予
定

○

　参加者は、Ｈ２２からＨ２５の４年間で平均１，４３０人（１，
１９８人～１，６１９人）であり、目標の１，７５０人を下回る見
通しであるが、参加者へのアンケートによると、フォーラム
の必要性について「必要だと思う」人の割合は６５％、「や
や必要と思う」と答えた人を加えると割合は１００％となり、
参加者すべてが必要性を認識しており、父親の家庭教育
参加意識の啓発に寄与している。

第5節　仕事と子育てを両立するための支援

179 5-(1)
子育てを支援する企業
の募集・広報

子育てを応援する企業を募
集し、取り組みを紹介

県のホームページで
紹介する子育て支援
をする企業を増やし
ます。

企業
数

90 171 176 115 344.00%

やまなし子育てネット等で事業の広報を行
い、子育てを応援する企業を募集。また、同
媒体にて各企業の取り組みを紹介。平成２４
年度に「男女いきき輝き宣言」（県民生活・男
女参画課）と統合し、窓口を県民生活・男女
参画課に一本化。

やまなし子育てネット等で事業の広報を行
い、子育てを応援する企業を募集。また、同
媒体にて各企業の取り組みを紹介。

◎

　企業における子育てを支援する取り組みは、男女共同参
画に向けた取り組みとも共通するものであることから、Ｈ２
４年度に「男女いきいき輝き宣言」（県民生活・男女参画課）
と統合した。二つの取り組みを統合したことにより、企業
は、子育て支援、男女共同参画のどちらかに限定すること
なく登録しやすくなったことで、登録企業が増加し、目標１１
５企業に対し、Ｈ２６までに１７６企業の登録の見込みとな
り、目標を達成する見通しである。統合により仕事と子育て
の両立を図るための環境づくりの推進につながった。

第6節　支援を必要とする子どもたちへのきめ細かな取り組み

195 6-(1)
乳児家庭全戸訪問事業
の促進

生後4ヶ月までの乳児のい
る家庭を対象に保健師等が
訪問し、地域の中で子ども
が健やかに育成できる環境
整備を図る事業の促進

乳児家庭全戸訪問
事業の実施市町村を
増やします。

市町
村数

16 27 27 27 100.00%全市町村で実施 全市町村で実施 ◎
　すべての市町村で子どもが生まれた家庭への訪問支援
を行ったことで、子育て支援に関する情報提供や養育環境
を把握することが可能となった。

196 6-(1)
養育支援訪問事業の促
進

養育支援が特に必要である
と判断した家庭に対し、保
健師等が訪問し、養育に関
する指導・助言等を行う事
業の促進

養育支援訪問事業
の実施市町村を増や
します。

市町
村数

15 24 24 27 88.89%２４市町村にて実施 ２４市町村にて実施 ○

　養育支援訪問事業については、２４市町村が実施し、３市
村が未実施だったが、未実施の３市町村は市町村単独事
業で同様の取り組みを行っており、事業目的を達成してい
る。養育支援が必要である家庭への支援を行う取組は着
実に進んでおり、適切な養育の実施の確保に成果があっ
た。

世帯
数

99 129 130 145

里親

委託率

(%)
23 27 27 26

2126-(3)-ｲ
施設等のケアの小規模
化の促進

地域小規模児童養護施設
や児童養護施設への小規
模グループケア機能の設置
促進等

6人定員の小規模型
養護施設を増やしま
す。

か所
数

3 3 3 7 0.00%実績なし
実績なし

○

　地域小規模児童養護施設については、３施設から増加し
ていないが、分園型小規模グループケア機能はＨ２１当時
より増加し、合計６施設となっており、事業の目的である施
設ケアの小規模化が促進された。

第7節　子育てを安全・安心にできる環境づくり

256 7-(1)
乗合バスのバリアフリー
化

妊婦や乳幼児を連れた人を
はじめ、誰もが安全で快適
に乗合バスを利用できるよ
うにするためのノンステップ
バス等導入への助成

ノンステップバス等の
導入率を上げます。

率
（％）

27 31 33 38 86.84%
ノンステップバス等　台数９４台
総台数　２９６台
　９４台／２９６台＝３１％

ノンステップバス等 新規購入見込み　７台
廃棄見込み　３台
　（９４＋７）台／（２９６＋７－３）台＝３３％

○

　路線バスの利用者が減少傾向にあり、路線廃止や事業
者の採算悪化が続く中、ノンステップバスの導入率目標の
３８％には届かなかったが、バスの更新、新規導入の際に
は、ノンステップバス車両への移行が着実に進んでおり、
誰もが安全で快適に乗り合いバスを利用できる環境づくり
に成果があった。

計 32

Ｈ２６登録里親世帯数：１３０世帯
　Ｈ２５　　　　１２９世帯
　新規　　　　　　 ５世帯（６月末時点研修中）
　登録消除　　▲４世帯（６月末時点）

Ｈ２５登録里親世帯数：１２９世帯
　Ｈ２４　　　　　　１３０世帯
　新規　　　　　　　 １２世帯
　登録消除　　　▲１３世帯

　里親登録世帯数の最終実績見込みは１３０世帯となり、
里親の高齢化等により登録消除世帯数が５年間で３６世帯
もあったことから、目標に届かなかった。しかし、毎年の新
規登録世帯数は１０～２０世帯に上り、里親委託率の最終
年度の実績見込みは、前期計画の最終年度の２３．２％に
比べて３．８ポイント高い２７％となるなど、家庭養護の取組
は着実に進んだ。

○2076-(3)-ｱ
里親制度の周知、新規
里親の開拓

里親経験者による講演会や
里親制度の説明会等により
新たな里親の開拓を行う

里親登録世帯数を増
やします。

67.39%
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